
ユニ・チャームの高原でございます。

本日はご多忙のおり、ユニ・チャーム株式会社 2022年12月期 決算説明会に、ご参
加を賜りまして誠にありがとうございます。

早速ではございますが、

内容の説明に入らさせていただきます。
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最初に、2022年12月期決算の概要でございます。
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資料3ページをご覧ください。

こちらが2022年12月期決算の総括になります。
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資料の４Pをご覧下さい。

連結決算のハイライトであります。

2022年12月期決算の業績につきましては、

売上高は、8,980億円、14.7％増収となり、過去最高を更新し、コア営業利益は、1,196
億円、2.4%減益となりました。年間では減益ではありますが、下期に入り原材料費が

更に高騰し、また物流費率の高まりなどもありましたが、下期で増益を達成し収益性も
着実に改善傾向となりました。

連結業績予想につきましては、表の右にありますように、売上高については、為替のフ
ォローもあり大幅に上回りました。一方コア営業利益につきましては、当初よりも原材

料価格が高騰したことや、そして中国でのロックダウンで生産が停止し、流通にも
支障をきたしました。その結果、価値転嫁、コストダウンで吸収を試みましたが、
残念ながらその期間の中ではカバーしきれずに計画未達となりました。

また親会社の所有者に帰属する当期利益については、税金費用の部分で、円安が想
定以上に進み、留保利益にかかわる税効果がマイナス負担率の増加になりまして、コ
ストが上がってしまいました。

業績の詳細については、次ページ以降でご説明いたします。
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資料の５Pをご覧下さい。

四半期別の業績推移でございます。

2020年からのCOVID-19禍でも、当社が扱う商品は当社が扱う商品については景気

の変動を比較的受けにくい必需品であり、価値転嫁を進めながら安定した売上高成
長は継続しており、当四半期も過去最高の2,435億円となりました。

また、当四半期も、更なる原材料や物流費などの高騰と厳しいなか、コア営業利益も
第4四半期としては実質過去最高の279億円となりました。
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資料の6Pをご覧下さい。

次にコア営業利益の増減でございます。

表の左の項目にある販売管理費については、増収にともない増加した部分もあり約
179億円増加いたしました。

特に、『物流費』の増加については、昨今のサプライチェーンの混乱や原油価格の高騰
もあり、インドネシアやインド、日本、中国などで増加しました。

また、『その他』費用の項目で78億円増加しているのは、主なものとしては、人件費、研

究開発費、業務委託費、ベトナムでの環境税、行動規制緩和などで旅費交通費などが
増加しました。一方、『広告費』は、日本を中心に効率的な広告投下を実施し22億円減
少となりました。

次に粗利益に関する項目では、『原材料関連』は昨年下期からの急激な原材料単価の
上昇や為替の悪化で粗利益が約394億円減少となりました。

これを吸収するにあたり、各国、各地域での継続的な付加価値商品の展開において、
効率的なマーケティングで消費者へ上手く価値を訴求し『価格』と『数量』の部分でバラ
ンスをとりながら粗利益を大幅に増加し、原材料高騰分を吸収できました。効果が出た
部分に関しては、日本におきまして、下期に入り更なるコスト上昇などの影響がありま

したが、下期からの価値転嫁強化やマーケティング費用の効率化などが進み、上期比
較では下期が非常に収益性の回復が顕著であったと言えると思います。
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資料の7Pをご覧下さい。

次に所在地別セグメント情報でございます。

まず日本におきましては、増収減益で、売上高は4.3％増収、0.8%減益となり、コア営業
利益率は原材料価格や物流費の高騰などの影響があり、1P悪化で18.8%となりました。

ただ、下期においては同様に、先程ご説明いたしましたが19.6%ということで収

益性も回復をしております。

この業績を牽引したのは、フェミニンケア、お掃除用品のキレイケア、ペットケア、ウェ
ルネスケアでございます。フェミニンケアではプレミアム化が促進し、1桁後半の増収と
なり市場シェアも過去最高を更新し増益に1番貢献しました。

次に、アジアにつきましては増収減益になります。売上高は17.7%増収、コア営
業利益は6.6%減益、利益率も11.1%となりました。

アジアの各国についても同様に原材料コスト、物流費、そして為替の変動という
影響を受けましたが、好調なのがインドネシア、インドなど、トップラインの成長
が顕著でありました。この売上の成長の背景には価値転嫁を積極的にできた国
であります。下段の“主要国の売上高の実質増減”にありますように、これらの国は増
収を牽引できており順調に推移しました。
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そして減益については、やはり最大の要因となるのが、中国のベビーケアの減益
が影響し、数年にわたって継続しております。

これは構造改革の一環として日本製から収益性の高い中国製プレミアム品へのシフト
を進めたことによるコスト増と、Eコマース企業を中心とした流通在庫の圧縮に伴う大幅
減収による利益減などが影響しました。

今後は利益を重視した戦略を進めながら業績拡大を図ってまいります。一方、中国フェ
ミニンケアでも、ロックダウンに紐付く流通での混乱はあったものの、特にダウントレード

なく消費は比較的安定し、商品の販売も、プレミアム商品であるオーガニックコット
ン素材の商品、あるいはショーツタイプの生理用品などが引き続き好調を維持し
ています。

また、コア営業利益率の悪化についても同様に中国が要因ではありますが、それを吸
収するために、先程も申し上げたようなインド、インドネシアといった、成長の旺盛な時
期にある事業を今後も成長させていくことで吸収していきたいと思います。

最後に、その他地域につきましては、増収増益で

売上高は30.6％増収、コア営業利益は8.5%増益。コア営業利益率は8.6％と1.8P悪化と
なりました。

増収増益を牽引したのは、北米のペットでございます。

北米のペットケアについては、猫おやつやノミ駆除首輪などで、付加価値を付けながら
15%の価値転嫁を実施した結果19%増収となり収益性も改善できました。

中東につきましては、サウジアラビア国内のベビーケアで価値転嫁を進めましたが、ボ
リュームを伸ばすことができず減収となりました。一方、積極的な市場開拓という観点で
フェミニンケア、ウェルネスケアは高い成長を持続しました。また、輸出売上も引き続き
伸長しております。

ブラジルについては、第1四半期はCOVID-19の再拡大の影響を受けましたが、第2四
半期から大きく反転していて、COVID-19禍で成長したECチャネルを活用し、ベビーケア
を中心に成長基調へ転換できており第4クォーター、50%の売上成長になりました。
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資料の8Pをご覧下さい。

海外売上高比率のグラフです。

構成比としては、海外が66.3%となり、アジアは47.7%まで、約半分に近づいております
。

8



資料の9Pをご覧下さい。

所在地別のコア営業利益率推移グラフです。

連結では、2.3P下降しており、これは2022年を通して、原材料費や物流費、エネルギー
コストが急激に上昇し、約400億円を超えるインパクトがあり、利益率を4〜5P押し下げ
る影響がありました。

そのようななか、各国、各地域で消費者に寄り添い消費者を理解した付加価値商品の
投入による価値転嫁の実施や、人口動態、経済状況に沿った持続的な商品ミックスの
改善、生産性改善などで吸収し、2.3Pの悪化に止めることができました。

今回の価値転嫁戦略などは、短期間での戦略遂行となりましたので、想定していた効
果よりは小さかったので反省点もありますが、確実に改善傾向にあると思います。
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資料の10Pをご覧下さい。

事業別セグメント情報でございます。

パーソナルケアの増収減益についてのご説明ですが、増収については、全てのセグメ
ントで増収となっております。特にフェミニンケアとウェルネスケア、キレイケアがそれぞ
れ2桁増収と高い成長となりました。減益については、コスト上昇が継続するなか、ベビ

ーケアでは、先程述べましたように中国のロックダウンによる影響や構造改革によるコ
スト増加、タイやベトナム、中東、日本における出生数鈍化などが影響し減益となって
おります。

ペットケアについては、増収増益となりました。内容については、北米が増収増益で牽
引しました。

先程、地域別で説明したとおり、価値転嫁を実施し、アメリカについては猫おやつなど
が大きく貢献し、増収を実現しました。

また日本でも引き続き売上高は高成長となり、収益性については原材料の高騰を吸収
し増益となりました。

新規市場の中国ではこちらも昨年発表いたしました、中国の国内ペット企業との資本
業務提携をいたしまして、成果はこれからになります。
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資料の11Pをご覧下さい。

各通貨の為替変動による影響でございます。

各通貨のレート変動によりまして、通貨の変動に対して財務諸表の換算の影
響は、売上高は前期比で約720億円の増収効果、営業利益につきましては78億
円の増益効果がありました。
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ここからは、2023年12月期 業績予想の概況について、ご説明いたします。

12



資料13Pをご覧ください。

連結業績予想サマリーでございます。

売上高は、9,635億円、7.3%増収、コア営業利益は、1,410億円、17.9%増益と、
それぞれ過去最高を更新する計画でございます。

また為替換算影響を除いても、8.4%増収、18.1%増益となります。

概要としましては、2023年度も原材料関連の悪化が、上期で前期比 約125億
円増加、下期は、逆に約15億円減少を計画しております。昨年に引き続きコスト
アップとなり収益性の悪化の懸念はありますが、2023年度は、2022年度の反省

を活かし、各国、各地域での価値転嫁をスピードをもってフルイヤーで進めてい
くということを計画に込めています。

またアジアでも、各国、各地域で価値転嫁を実施し、引き続き、好調なインドを中
心に、インドネシア、タイ、中国なども増収増益を牽引し、その他地域では、引き
続き、北米のペットケア事業の増収増益が大きく貢献する計画となっております
。
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資料14Pをご覧ください。

2023年12月期の連結決算ハイライトでございます。

内容については、先程、説明したとおりでございますので説明は割愛いたします。
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次に株主還元政策についてご説明致します。
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資料の16Pをご覧下さい。

当社の株主還元政策につきましては、引き続き配当性向について、総還元性向
の50%の利益の還元を計画しておりまして、自己株式の取得に関しましても必
要に応じて機動的に実施をさせていただきます。
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資料の17Pをご覧下さい。

1株当たり配当金についてですが

2023年度におきましては、第2四半期末1株あたりの配当金は予定どおり1円増配の20
円となり、また期末1株あたり配当金についても1円増配の20円、年間2円増配の40円
を実施する計画でございます。その結果、22期連続の増配となります。

17



資料の18Pをご覧下さい。

自己株式の取得の推移でございます。

2023年度も、先日の取締役会で、上限取得価額170億円 上限390万株の取得を決議
しましたので、機動的に自己株式を取得してまいりたいと思います。

今後も、安定的かつ継続的な配当と自己株式取得を合わせて実施し、株主の皆さまへ
の利益還元を重要な経営方針のひとつと考え、持続的なキャッシュ・フローの創出によ
る企業価値の向上に努めてまいります。
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資料の19P以降、こちらも、これまでご説明してきた、中長期ESG目標について
の取り組み状況ですが、時間の関係上、割愛させていただきます。

以上で2022年12月期のご説明を終了いたします。
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